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要旨 
本稿は、セルフアクセスセンター（SALC）における英語学習プロセスを記述するための新たな
枠組みを、「正統的周辺参加」（LPP）(Lave & Wenger, 1991)と異文化感受性発達モデル(Bennett, 
1993, 2004; Hammer, 2011)を基に提示するものである。結果、（１）自文化中心主義的段階の学習
者はコミュニティでも高い評価は得られない、（２）コミュニティ構成員との接触を通して得られ
る「共通性」が学習者の文化的世界観を進展させる、（３）文化相対主義的段階の学習者はコミュニ
ティ内で高い評価を得ることができる、といった可能性について示唆することが出来た。 
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１. 本稿の目的 
本稿の目的は、日本における多くの高等教育
機関で設置が進められているセルフ・アクセ
ス・センター（SALC: Self-Access Learning 
Center）が日本人学生の英語学習に対して果た
す役割と機能を、「コミュニティ・オブ・プラク
ティス」（CoP: Communities of Practice）
(Hoadley, 2012; Teramoto & Mickan, 2008; 
Wenger, 2000; Wenger & Trayner, 2015)を基
に概観し、SALC における英語学習プロセスを異
文化感受性の発達 (Bennett, 1993, 2004; 
Hammer, 2011)という観点から再考することで
ある。 
後述するように、EFL（English as a Second 
Language）環境下にある日本の大学において、
SALC は英語自律学習を支援・推進するためだけ
でなく、実質的な高等教育の国際化を進めてい
く上でも非常に重要な役割を担っている。本稿
では、SALC における学習プロセスを、「正統的
周辺参加」（ LPP: Legitimate Peripheral 
Participation）ならびに異文化感受性の発達
という 2つの理論を基に再考し、コミュニティ
における学習者の発達を社会的側面と個人的
側面の両方で記述ができるような新たな枠組
みを提示する。 
 
２. 本研究の背景 
2.1 現行の英語教育における限界と自律学習支
援の重要性 
現行の英語教育における課題は多岐にわた
るが、その中でも言語環境と授業時間に関する
課題は非常に重要である。日本のように英語を
使わず日本語のみで日常生活を問題なく送る
ことができる言語環境においては、授業時間は
非常に重要であり、今後英語教育の改善を考え
る上でも絶対に避けては通れない課題と考え
られるからである。 
一般的に、日本人英語学習者が実用的な英語
力を習得するためには、3,000 時間以上の長期
間にわたる指導（Guided Instruction）が必要
であると考えられているが(English Tutors 
Network, 2016; Foreign Service Institute, 
2014; Inagaki, 2005; Nakajima, 2006; Sakata 
& Fukuda, 2012)、現在、小学校 5年生から大
学 2 年次までの 10 年間で提供されている英語
授業総時間数は合計約 750～850 時間前後にと
どまっており(Benesse Education Research 
and Development, 2008; English Tutors 
Network, 2016; Hato, 2005)、実用的な英語力
の習得に必要な時間数からは大きくかけ離れ
ていることが分かる。このような状況では、
Hato (2005)が言うように、実用的な英語力を
身につけるという目標を規定の授業時間内で
習得するのは非常に困難であると言わざるを
得ないだろう。 
この授業時間数に関連する課題に対応する
ために、現在、日本では文部科学省が中心とな
り「グローバル化に対応した英語教育改革の五
つの提言」(文部科学省, 2018)の下、英語教育
の低学年化および時間数の増加を検討してい
るようであるが、公表されている施策を見る限
り、いずれも現状を多少改善する程度のもので
あり、その効果はいずれも限定的であると思わ
れる。そこで、この問題に対応するための具体
的な対応策として、SALCなどの自律学習スペー
スを基盤とした英語学習支援に注目が集まっ
ているのである (Benson, 2013; Benson & 
Reinders, 2011; Fukuda & Sakata, 2010; 
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Fukuda, Sakata, & Takeuchi, 2011)。 
2.2 SALCにおける自律学習支援とその変化 
1980 年代から SALC は自律学習を支援する施
設として注目を浴びてきたが(Benson, 2013; 
関谷, Maynard, & Cooker, 2010)、当初の SALC
は、学習者が自由に教材にアクセスし、自らの
手で学習を進めていく(Benson, 2013)というよ
うな、いわゆる「自律学習のための教材を提供
する場」として主に機能していた。その後、学
習教材を提供するだけでなく、教師やメンター
による各種の学習指導・相談や、英語による自
由なコミュニケーションを体験する場として
の機能なども付与されるようになり、現在では、
以下のような 7つの機能を有しているケースが
多いようである(関谷 et al., 2010; 尾関, 
2010)。 
 
1. 学習リソース（印刷教材，マルチメディ
ア教材，オンライン 教材など）を提供 
2. 個別学習エリア、グループワーク用エリ
アを提供 
3. 学習支援デスクによるアドパイジング・
サービス 
4. ライティングや発音など特定のスキル
を上達させるための専門家によるサポ
ート 
5. 学習法などについてのワークショップ
や催しのプログラム 
6. 学習者ができるだけ自然な環境で目標
言語を使えるような機会を提供 
7. 学習コミュニティ（CoP）を形成する場 
 
これまでの SALC をめぐる動きとしては、ま
ず、当然のことながら、通常開講されている英
語授業との連携を模索する動き(Mayeda, A., 
MacKenzie, D., Nusplinger, 2016; Rowberry, 
2010)を見ることができる。具体的な事例は
様々であろうが、例えば、英語授業の課題とし
て SALC への訪問を義務付けていたり、SALC で
の学習をポイント化し、英語授業における成績
評定の一部として利用したりするケースもあ
るようである。最近では、SALCが図書館、情報
端末機器、カフェなどと緩やかに融合し、日本
人学生、留学生だけでなく、教師・研究員、大
学職員を含む様々な人々が英語を使いながら
多様な学びを展開する「学習ハブ」（ LH: 
Learning Hub）としての機能にも注目が集まっ
ている(Dofs & Hobbs, 2011; Fisher, 2005; 
Maynard, 2016)。留学生、日本人学生、教職員
を含む多様な学習者や研究者が SALC に集い、
共に学び、刺激し合いながら英語学習を進めて
いくことになれば、現在各大学が進めるグロー
バル教育と従来の外国語教育（無論、英語教育
を含む）を連結するための拠点として機能する
ことが可能になると期待できる。そして、この
SALC を通して作り上げられる学習コミュニテ
ィ（CoP）が、今後大学が足元からしっかりと教
育・研究の国際化・グローバル化を進めていく
上での非常に大きな足掛かりになると考えら
れるのである（図 1）。 
 
 
 
2.3 英語教育と国際化プログラムをつなげる学
びの HUBとしての SALC 
これまでの英語教育は、コミュニケーション
能力の向上を謳ってはきたものの、その活動の
多くはあくまでも教室内での擬似的なコミュ
ニケーション活動を中心としたものであり
(Swan, 1985)、Dewey (1929)、Piaget (1973)、
Vygotsky (1978)などが述べるような直接的学
習体験を含む「ホリスティック（全体的）な学
び」（holistic learning）とは一線を画すもの
であった。英語教育自体も、1980 年代にコミュ
ニカティブ・アプローチ(Ellis, 1994; Krashen, 
1982)を導入し、1990 年から 2000年代にかけて
は CBI（Content-Based Instruction）(Snow, Met, 
& Genesee, 1989; Wesche, 2010) 、 CLIL
（Content and Language Integrated Learning）
(Coyle, 2007; de Zarobe & Cataln, 2009)、
TBI（ Task-Based Instruction） (Samuda & 
Bygate, 2008; Zhong & Ouyang, 2010)といっ
た、よりホリスティックな学びを意識した新し
いアプローチを導入し、その姿を大きく変化さ
せてきたが、それでも英語教育が留学生の受入
や海外留学などの直接的な異文化交流と密接
に連携することはさほど多くはなかった。日本
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図１ 大学内における SALC の位置づけ 
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でも「スーパーグローバル国際化拠点整備事業」
（グローバル 30）や「スーパーグローバル大学
創成支援事業」（スーパーグローバル大学）の実
施に伴い、高等教育のグローバル化が昨今の重
要課題として重要視されるようになってきて
いる今、本格的に英語教育とグローバル教育を
融合・連結するための具体的試みが求められて
いる。図 2 に示すように、EMP で学習するため
には、高い英語力に加え、自らの力で様々な課
題に取り組んでいく高い自律性が求められる
と考えられるが、現行の英語授業は学生の英語
力ならびに自律性という点で課題が多く、十分
に対応できていない。そして、その両者をつな
ぐ試金石となるものが、今回本稿で取り上げる
SALC のようなフレキシブルで協働的な「学びの
場」であると考えられるのである（図 2参照）。 
 
 
 
ここまで、そして英語教育とグローバル教育
をつなぐ「学びの場」としての SALC の役割と可
能性について概観してきた。次に、SALCが持つ
学習コミュニティとしての機能に注目し、そこ
での学びのプロセスについて「正統的周辺参加」
（LPP）と「異文化感受性の発達」という 2つの
観点から見ていくことにしたい。 
 
３. SALCにおける学びのプロセス 
3.1. CoPとしての SALC 
CoP は、例えば「新しい医療技術をマスター
しようとする外科医グループ」や「共通の課題
に取り組む技術者集団」のように、あるテーマ
に関する関心や問題、熱意などを共有し、その
分野の知識や技能を、持続的な相互交流を通じ
て深めていく人々の集団のことであり(Wenger, 
McDermott, & Snyder, 2016)、Lave & Wenger 
(1991)が提唱する Situated Learning（「状況に
埋め込まれた学習」）の中核となる「学びの場」
を意味する。Situated Learningは、その名が
示すように、コンテクスト（文脈）と学習の間
にある不可分な関係性をその理論の中核とし
ており、その根本原理において Vygotsky 
(1978)の「文化社会理論」や Ochs & Schieffelin 
(1984, 1986)の言語社会化と共通するところが
多い。 
従来の学校教育を例に考えてみると、教室で
学ぶ学習教材は教師や教材作成者によって実
際のコンテクストから切り離された状態で学
習者に提供されることが殆どであり、実際の作
業を生で見ながら、そしてその作業を実際に体
験しながら学ぶ機会はほとんど無い。現行のコ
ミュニカティブ・アプローチについても同様の
ことが当てはまると考えられ、たとえ教科書や
学習内容が実用的で実際に即した内容であっ
たとしても、その内容は学習者の実生活や体験
とは切り離されたものである場合が多く、日本
語のみの日常生活でその学習内容を「真正な」
場面で用いる機会はほとんどない。このような
状況下では、英語学習に必要な「真正な」コン
テクストを提供すること自体非常に難しく、何
かしら人為的にその環境を構築する必要があ
る。そのための試みが SALC に集約されている
のである。 
次に、従来の CoP研究で示されてきた学習プ
ロセスについて、異文化感受性の発達(Bennett, 
1993, 2004)という観点から再考することにす
る。 
3.2. CoPにおける学びのプロセス：「正統的周
辺参加」（LPP） 
ここでは、CoP の学習プロセスを説明する基
本概念である「正統的周辺参加」（ LPP: 
Legitimate Peripheral Participation）につい
て概略をまとめることとする。 
LPP は CoP における学習プロセスの中核を成す
ものであり、昔ながらの徒弟制を民俗学的視点
から説明したものと考えることができる。Lave 
& Wenger (1991)は学習を「実世界での生産的
社会活動において不可欠な部分」(p. 35 筆者
訳)と位置付けた上で、LPP について次のように
述べている。 
 
“ Legitimate peripheral participation” 
provides a way to speak about the relations 
between newcomers and old-timers, and about 
activities, identities, artifacts, and 
communities of knowledge and practice. It 
concerns the process by which newcomers 
 
EMP 
海外留学 
英語力 
自律性 
図 2 英語授業、EMP、SALC の関係 
英語授業 
（日本人学生） 
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become part of a community of practice. 
(Lave & Wenger, 1991, p. 29) 
 
LPP はそれ自体、「例えば、一応コックと認めて
もらって厨房に入っているが(コックとして正
式にメンバーになっているが)、当初はあまり
使えないため掃除などもしている(周辺的)と
いうこと」(鳥越, 2005, p. 54)であり、その新
米コックが徐々に正規のコックとしての社会
的立場をコミュニティ内で獲得していくプロ
セスを説明する枠組みである。もう少し大きな
視点から見ると、LPP はコミュニティを外部に
開放し、新しいメンバーを迎え入れるためのシ
ステム(Wenger, 1998)と考えることも可能であ
り、コミュニティ内での人材育成だけでなく、
コミュニティ自体を維持するための重要な働
きをしているものと考えられる。 
Muramatsu (2013)ならびに Wenger (1998)が述
べているように、LPPには「正統性」（Legitimacy）
と「周辺性」（Peripherality）という 2つの概
念が付与されており、正統性は新参者にコミュ
ニティのメンバーとしての適格性を与え、周辺
性は擬似的な実践を体験する機会を与える。こ
れは別の言い方をすれば、新参者に「お試し用
の会員カード」を与えるようなものであり、そ
の会員カードを持っている限りは新参者であ
っても正統なメンバーとして見なされる（「正
統性」）が、純然とした会員カードではないため、
コミュニティ内で見聞できる体験・情報は限定
される（「周辺性」）。より高度な体験・情報を手
にするには、この「お試し用会員カード」をア
ップグレードする必要があるわけだが、そのた
めには、実践コミュニティでの共同作業に参加
し、メンバーからの信頼と承認を得ることが必
要となる(Ataizi, 2012; Brown, Collins, & 
Duguid, 1989; Hoadley, 2012; Wenger, 1998)。
新しいコミュニティに参加する際には、誰もが
「新参者」という立場を付与されるわけだが、
コミュニティ・メンバーとの協同的実践を積み
重ね、信頼と承認を得ていくにつれ、段階的に
「常連」「古参」としての立場が与えられ、同時
により高度な技術や知識に触れる機会も与え
られるのである(Lave & Wenger, 1991; Wenger, 
1998)。 
この社会的立場の段階的変化と学習の関係に
ついて、Wenger-Trayner (2011)は、「コミュニ
ティ参加レベル」（Levels of Participation）
として、中心から離れた段階から順に、 
 
1. 交流参加 Transactional Participation 
2. 周辺参加 Peripheral Participation 
3. 不定期参加 Occasional Participation 
4. 積極的参加 Active Participation 
5. コア・グループ Core Group 
 
という 5つの段階を認めている。学習者がコミ
ュニティでの共同作業を通して経験を積み、周
囲からの信頼と承認を得ることにより、より中
核的な役割・立場が与えられることになり、そ
れに従い、触れることのできる技術や情報もよ
り高度なものとなると説明している（図 3）。以
降、Wenger-Trayner (2011)を基に各段階につい
て説明する。 
 
 
「交流参加」の段階では、コミュニティのメ
ンバーとなることなく、一方的に提供されるサ
ービスを受けることに終始する。基本的には外
部の存在であり、SALC の場合は「一般の学生」
がこの段階に相当すると考えられる。 
「周辺参加」は、コミュニティと断続的に接
触はしているものの、新参者であったり、コミ
ュニティがやっていることに興味が持てなか
ったりするために、あまり活動には関与しない
段階である。例えば「たまに SALCで顔を見る学
生」が周辺参加の典型的な例として考えられる。 
「不定期参加」の段階では、興味のあるイベ
ントが開催されたり、直接的に関係しているプ
ロジェクトが開催されたりする時には参加す
るが、その他の活動にはさほど関与しない。例
えば、「SALC でのイベントをよく手伝ってくれ
る学生」がこの段階に相当すると考えられる。 
「積極的参加」は、内外部からメンバーとし
て認識される段階で、いわゆる「メンバー」と
呼ばれる人がこの段階に相当すると思われる。
     
図 3 LPP におけるコミュニティ参加レベル 
(Karalis, 2010; Wenger-Trayner, 2011) 作者訳 
 コア・ 
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SALC での「常連」が典型的な例として考えられ
る。 
「コア・グループ」は、全体の約 10～15％と
いう比較的少ない集団で構成されており
(Wenger, McDermott, & Snyder, 2002)、コミ
ュニティの中心的存在として活動を牽引する。
いわゆる「SALC の学生スタッフ」がこの段階に
相当する。 
次に、このコミュニティへの段階的適応につ
いて、異文化感受性の発達(Bennett, 1993, 
2004; Hammer, 2011)という観点から検討して
みたいと思う。 
 
４. 異文化適応としての LPP 
4.1. LPPにおける「文化化」と文化的世界観 
CoP の特徴の一つとして、学習の場であるコ
ミュニティを「文化」として捉えていることを
挙げることができる。文化とは、信条、価値、
習慣、行動、知識などの集合体であり、学習に
より世代間で受け継がれるもの(Bates & Plog, 
1990)であるが、CoPにおける学びは、各コミュ
ニティで形成されている文化に適応する、その
一連の過程にある。Brown, Collins, & Duguid 
(1989)はこの過程を「文化化」（Enculturating）
と呼び、以下のように述べている。 
 
[Enculturating] is, in fact, what people 
do in learning to speak, read, and write, 
or becoming school children, office 
workers, researchers and so on. From a 
very early age and throughout their lives, 
people, consciously or unconsciously, 
adopt the behavior and belief systems of 
new social groups. Given the chance to 
observe and practice in situ the behavior 
of members of a culture, people pick up 
relevant jargon, imitate behavior, and 
gradually start to act in accordance with 
its norms. 
(Brown et al., 1989, pp. 33–34 
イタリック原文のまま) 
 
Lantolf (2012)によると、実社会における学
習は、模倣・実践とその繰り返しによる個人レ
ベルでの学習と、学習者を取り巻く環境との相
互作用による社会的学習の 2種類に分けること
が可能であり、上記の文化化プロセスに関して
も同じことが言える。つまり、CoP における文
化化にも個人レベルの学習と社会的学習の 2種
類があり、個人レベルでの学習は、上記の引用
文でも述べられているように、コミュニティに
属する人々の行動様式を観察・模倣・実践し、
望ましい行動規範を獲得するものとして、社会
的な学習は、コミュニティからの信頼と承認に
基づき正統なメンバーとして相互に作用しな
がら研鑽を積むためのものとして捉えること
ができる。 
これまでの CoP関連の研究は、民俗学的背景
を基に研究が進められてきたこともあり、どち
らかと言えば、学習の社会的側面を強調する傾
向が強いようである。例えば、CoP における学
習の前提条件である社会参加の「正統性」
（Legitimacy）について、鳥越 (2005, p. 54)
が「我々がコミュニティに何かを与えるのでは
なく、コミュニティが我々に何かを与える」も
のと説明していることからも、CoP 研究におけ
る社会的視点の重要性を垣間見ることができ
る(Wenger, 1998)。 
このように学習を社会的立場から定義しよ
うとするアプローチもそれ自体非常に説得力
があるが、実際の学びのプロセスは、新しいコ
ミュニティへの文化的適応と、それに伴う学習
者の認知・感情・行動における個人レベルでの
変化が複雑に絡み合うものであり、LPP が重視
するような社会的な適応だけで学習が発達す
るわけではない。（注 1） 
例えば、「英語の勉強をしたい」という思いを
胸に新しく入学した学生が初めて SALC に入室
しようとする場合を考えてみると、「上手く話
せるだろうか」「上手く聴き取れなかったらど
うしよう」などの不安を感じる学習者（学習者
A）もいれば、「どんな体験ができるか楽しみだ」
というように SALC での新しい体験に興味・関
心を抱く学習者（学習者 B）もいるであろう。
それが故に、SALCに足を踏み入れることに戸惑
いを覚え、「やっぱり自分には無理だ」という否
定的な判断をする学習者もいれば、SALC で他の
参加者と英語で話すことに強い興味・関心を示
し、入室後すぐに他のメンバーと仲良くなり、
英語学習をスムーズにこなしていく学習者も
いることは十分に想定できる。 
新しいコミュニティに参加することは、自分
が慣れ親しんだ社会とは違う社会に触れると
いうことであり、その違いに遭遇した際に現れ
る個人レベルでの反応の違いは、「学習者自身
が自文化との違いをどのように規定している
か」という、学習者個人の文化的世界観の違い
によるところが大きい(Bennett, 1993, 2004)。
例として、学習者 A、Bのケースを基にそれぞれ
の学習者が抱いている文化的世界観について
考えてみると、学習者 Aが抱いている不安感は
「恥をかきたくない」(川内, 2016, p. 18)と
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いう感情によるもので、他者による否定的な評
価から自分の立場を守りたいという気持ちの
現れであると考えられる(Hopkins, 2015)。これ
は、「英語ができない自分 VS 英語ができる他
者」という二項対立的世界観の下、自分に向け
られる否定的評価から身を守るための反応で
あり、基本的には自文化中心主義的な世界観か
ら生じたものであると考えられる。一方、学習
者 B の場合、異なる相手とのつながりを積極的
に求めていることから、未知の体験に対する不
安よりも興味の方が強く表れており、基本的に
は包括的で文化相対主義的な世界観を有して
いるものと考えられる。このように、学習者の
文化的世界観はコミュニティ内での個人的学
習行為に大きな影響を与えるものであると考
えられるのである。 
また、文化的世界観は学習者の社会的適応な
らびに社会的学習にも大きな影響を与えると
考えられる。 Hammer, Bennett, & Wiseman 
(2003, p. 423)が述べているように、ある一つ
の世界観の影響を強く受けてきた人は、他の文
化を理解するための世界観を持ち合わせてい
ないことから、異文化での出来事を多角的な視
点から解釈することは難しい。この自文化中心
的な世界観が様々な文化的経験を経てより複
雑なものとなり、自らとは異なる世界観からも
違いを解釈することができるようになれば（つ
まり、文化的世界観が発達すれば）、文化習慣的
な違いにより意見の食い違いが生じたとして
も、相手の意見に理解を示し、分かり合うため
の道筋を見つけることが可能となる(Ting-
Toomey & Oetzel, 2001)。これにより、新しい
コミュニティへの適応もよりスムーズなもの
となり、その結果、より高度な知識や経験への
アクセスも容易になると考えられる。このよう
に、文化的世界観は学習者のコミュニティへの
適応や社会的学習にも大きな影響与えるもの
と考えられる。 
ここまで、学習者の文化的世界観と学習との
関係について述べてきたが、次に異文化感受性
の発達という観点から学習者の文化的世界観
の発達と LPPの関係について考えてみることに
する。 
 
4.2. 異文化感受性の発達と LPP 
・異文化感受性の発達について 
異文化感受性は、「文化差に徐々に適応出来
るように現実を構成していく」能力(Bennett, 
1993)のことで、基本的には個人の世界観と同
義であると考えられている(坂田, 2004)。
Hammer (2011, 2016)は、Bennett (1993)を基
に、個人の文化的世界観を発達的視点から捉え、
（１）「違いの否定」（Denial）、（２）「両極性」
（ Polarization）、（３）「違いの最小化」
（ Minimization ）、（４ ）「 違 い の 受 容 」
（ Acceptance）、（５）「違いへの適応」
（Adaptation）という 5段階から成る発達モデ
ルを提唱している（注 2）。この発達モデルでは、
文化差に対する感受性が自文化中心主義的段
階から文化相対主義的段階に発達すると想定
しており、上記の（１）（２）を自文化中心主義
的段階として、（４）（５）を文化相対主義的段
階として、そして（３）を自文化中心主義的段
階から文化相対主義的段階への移行段階とし
て位置づけている。以下、Hammer (2011, 2016)、
Bennett (1993)および坂田 (2004)を基に、各
レベルの概要について説明する。 
 
1. 違いの否定（Denial） 
自文化中心主義的段階の前期に相当し、
文化差の存在自体を否定している段階で
ある。文化差に対する意識も興味もな
く、たとえ文化差を認識したとしても、
「必要でないもの」もしくは「意味のな
いもの」として捉える傾向が強い。個別
の文化差について重要性を認めない点で
特徴的である。 
2. 違いの両極化（Polarization） 
自文化中心主義的段階の後期に相当し、
「自分と相手」という二元論的な世界観
で文化差を規定する段階である。文化差
の存在は認めているが、自らの文化的ア
イデンティティを守るために、異文化と
距離を取る傾向が強い(Defense)。長期間
海外に滞在し、異文化に自己のアイデン
ティティを見出している場合は、元々属
していた自文化との距離を取ろうとする
(Reversal)。 
3. 「違いの最小化」（Minimization） 
自文化中心主義的段階から文化相対主義
的段階への移行期に相当し、基本的には
「自分と相手」という二元論的世界観の
下、相手との共通点を起点に文化差を定
義し始める段階である。自分からの視点
だけでなく、人間としての共通点に重点
を置きながら文化差を理解しようとする
点で特徴的である。 
4. 「違いの受容」（Acceptance） 
文化相対主義的段階の前期に相当し、自
分と異なる文化の価値や重要性を認め始
26 
めている段階である。体験する文化差を
認知面で受容している段階であり、行動
やコミュニケーションスタイルでの変化
はさほど見られない点で特徴的である。 
5. 「違いへの適応」（Adaptation） 
文化相対主義的段階の後期に相当し、異
文化との文化差に意識的に適応しようと
する段階である。認知面での受容だけで
なく、行動面（例えば、服装やコミュニ
ケーションスタイルなど）にも変化が表
れ始めるのがこの段階の特徴である。 
異文化感受性の発達モデルと LPP の間には、
双方ともに異なる社会（文化）への適応という
点で共通する部分が多いと思われる。その一方、
LPP での焦点が学習・発達の社会的側面に向け
られているのに対して、異文化感受性の発達モ
デルでは学習者個人の文化的世界観の発達に
焦点が向けられている、といった違いを見るこ
とができる。これら 2つのモデルの違いは、相
互に補完的なものであると考えられ、両方のモ
デルを組み合わせることで、例えば、「LPPでは
十分に説明が出来なかった個人の内面的変化・
発達を、文化的差異に対する感受性という観点
から解釈することにより、コミュニティ内での
学習プロセスをより包括的に理解する」といっ
たことが可能になるものと考えられる。そこで、
これら 2つのモデルを組み合わせて作成してみ
たものが、図 4に示すモデル図である。 
以降、図 4を基に提示した複合モデルについ
て説明を加えることにする。 
・複合モデルについての説明 
図 4に示す複合モデルは、先にも述べたように、
CoP（SALC）における学習プロセスをコミュニテ
ィへの社会的適応と個人レベルでの異文化感
受性（つまり文化的世界観）の発達という 2つ
の側面から表したものである（注 3）。まずは、
図 4について各感受性発達段階を基に説明を加
えることとする。 
・自文化中心主義的段階について 
「違いの否定」の段階では、学習者はそもそも
異文化との関わり自体に興味・関心がなく、興
味・関心を持つ必要もないと考えていることか
ら、SALC自体にも関心がなく、従ってアクセス
することもない。たとえ SALC スタッフや SALC
ユーザーの友人が誘ったとしても、興味・関心
がないので、訪問することもない。「交流参加者」
（一般訪問者）として訪問したとしても、最初
の数回のみで、その後アクセスすることはない
と思われる。従って、コミュニティ内での認知
度は非常に低いということになるだろう。 
もう一つの自文化中心主義的世界観である「違
いの両極化」の段階には、先に示した学習者 A
のように、英語や異文化コミュニケーションに
多少の興味を持っているものの、実際の英語を
使ったコミュニケーションには不安を感じて
いる学習者などが含まれる。「自文化 VS 異文
化」という二極化した世界観の下、自分の文化
的アイデンティティを保持することを優先す
る傾向にあり、具体的には、SALC を利用するこ
とへの不安や反発などの反応を見ることがで
きるだろう。SALCでの利用に対し否定的な行動
を選択することが多いことから、SALC へのアク
セスはほとんどなく、おそらくは「違いの否定」
と同じく「交流参加」（一般参加）レベル程度に
なると思われる。当然のことながら、コミュニ
ティ内での認知度も低いと考えられる。 
・移行段階について 
「違いの最小化」は自文化中心主義的段階から
文化相対主義的段階への移行期として位置づ
けられ、この段階の学習者は、SALC という異文
化コミュニティに自分との「共通性」を見出し
始めている点で特徴的である。例えば、「SALC の
スタッフと仲良くなった」、「自分と同じような
レベルの人と SALC で仲良くなった」、「SALC の
メンバーと一緒に食事をした」などの SALC メ
ンバーとのつながり体験が、「共通性」を認識す
る要因になるようである(Bennett, 1993)。これ
らの共通性に関わる体験は、SALC に対する不安
や反発などを和らげ、同時に SALC を以前より
も頻繁に利用する切欠になると思われる。結果、
コミュニティ内での認知度は以前よりも有意
に高まり、「周辺参加」もしくは「不定期参加」
という位置づけでコミュニティに認識される
ことになるだろう。 
・文化相対主義的段階について 
「違いの受容」の段階は、文化的な差異に対し、
行動ではなく、認知的観点から対応しようとす
る点で特徴的である。SALC における外部との最
も大きな差異は「英語を使用すること」にある
と思われるが、これについても認知的な観点か
ら対応を試みようとする。例えば、英語でのコ
ミュニケーションにさほど大きな変化が見ら
れるわけではないが、自らの英語を「多様な英
語の一つ」として受容することで、以前と比べ
るとかなり楽に英語でのコミュニケーション
ができるようになる、といった例がこの段階に
相当する。この認知面での変化により、学習者
はごく自然に SALC にアクセス出来るようにな
り、コミュニティ内でも「積極的参加」（常連メ
ンバー）として認識されることになるだろう。 
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異文化感受性モデルの最終段階である「違い
への適応」では、依然として意識的ではあるも
のの、SALCにおけるコミュニティ文化に同化し、
認知面だけでなく、行動や感情面においてもか
なりの程度適応が進んでいる。英語に関しても、
自分の気持ちや感情を乗せながら英語で会話
が出来るようになり、英語を自分にとってのコ
ミュニケーション手段の一つとして使い始め
るようになるのもこの段階からであろう。「積
極的参加」の学習者同様、頻繁に SALC を利用す
ることから、認知度も非常に高い。SALC を担当
する教員やスタッフの承認を得ることができ
れば「コア・メンバー」として、もしそうでな
くても「準コア・メンバー」として認識される
ことになるであろう。 
以上、今回提唱した複合モデルを基に、SALC
における学習プロセスに関する解説を試みて
みたが、今回このモデルから見て取れる全体的
な知見としては、以下の 3 点を挙げることが出
来るであろう。 
 
1. 学習者の文化的世界観が「自文化 VS 異
文化」という自文化中心主義的で二元論
的なものである限りは、コミュニティへ
の接触も限定的なものとなり、結果、コ
ミュニティでの立場も非常に低くなる
（「交流参加」レベル）。 
2. 自文化中心主義的な二元論的世界観の
下、コミュニティの構成員との直接・間
接的接触を通して見出された「共通性」
が、学習者のコミュニティ内での立場を
「周辺参加」「不定期参加」へと向上させ、
同時に更に上の段階に移行するための
重要なカギとなる。 
3. その後、学習者の文化的世界観が文化相
対主義的段階へと移行するにつれ、学習
者とコミュニティとのつながりも深く
なり、結果、コミュニティでの立場も非
常に高いもの（「積極的参加」「コア・グ
ループ」レベル）となる。 
 
５. おわりに 
本稿では、LPP と異文化感受性の発達モデル
という 2つの理論を組み合わせ、SALC における
学びのプロセスをより包括的に説明すること
を目的にモデルの提示を行った。 
今回の複合モデルを見る限り、LLP のみで記
述をするよりもより緻密に学習プロセスを記
述することが可能であると考えられる。緻密な
記述を提供することは、個人レベルでの文化的
図 4 LPP と異文化感受性発達モデル 
交流参加 
不定期参加 
積極的参加 
メンバーシップ 
違いの両極化 違いの否定 違いの最小化 違いの受容 違いへの適応 
コア・グループ 
周辺参加 
（自文化中心主義的段階） （移行段階） （文化相対主義的段階） 
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感受性の違いにも配慮した学習ポートフォリ
オの作成を可能にするものであり、具体的な
「足場作り」（Scaffolding）(Wood, Bruner, & 
Ross, 1976)を検討・構築する際に大きな効果
が期待できると考えられる。 
今後はこのモデルの妥当性、信憑性を調査し、
モデルの修正・改善を行う必要があると考える。 
 
注： 
1. CoP が社会的な観点から学習を定義している
ということについては、Wenger 自身も承知
しているようで、Wenger (2010)で以下のよ
うに述べている。 
Note that there are other dimensions of 
learning – biological, psychological, 
cognitive, as well as historical and political 
in the broad societal sense. The theory does 
not explicitly address these aspects, though 
it is, I hope, compatible with theories that 
do. It needs to be combined in a plug-and 
play fashion with theories that address 
these other dimensions to explain specific 
situations where they are salient. (p. 179) 
2. Hammer (2011)が提唱している 5 段階の
「異文化発達連続体」は、Bennett (1993)が
提唱する 6 段階から成る「異文化感受性発達
モデル」（DMIS）を統計的に検証・修正し
たものである。 
3. 異文化感受性と LLP における社会参加レベ
ルは相互に影響を与えるものとして考えられ
るが、本稿では、個人的構成体理論
(Bennett, 1993; Kelly, 2003)に則り、個人が
体験する様々な事象は、認知者が創造した枠
組み（＝世界観）の中で意味付けされるもの
であるという考えの下、異文化感受性モデル
がコミュニティにおける社会的参加レベルを
規定し、その参加レベルに応じて得られた社
会的体験・学習に基づき文化的世界観の修正
や再構築を行う、という方向で検討を行っ
た。 
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